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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第89期

第２四半期連結
累計期間

第90期
第２四半期連結
累計期間

第89期
第２四半期連結
会計期間

第90期
第２四半期連結
会計期間

第89期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 39,198 23,637 21,009 13,141 71,137

経常利益又は経常損失（△）　（百

万円）
760 △282 592 152 629

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
412 △510 354 △83 △2,867

純資産額（百万円） － － 16,439 12,138 12,070

総資産額（百万円） － － 39,497 29,676 34,148

１株当たり純資産額（円） － － 613.60 453.32 450.67

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（△）

（円）

15.39 △19.08 13.25 △3.12 △107.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 41.6 40.9 35.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,816 △901 － － 2,928

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△477 572 － － △1,210

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△101 △254 － － 1,334

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 3,648 4,805 5,348

従業員数（人） － － 333 298 328

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第89期、第90期第２四半期連結会計期間及び第90期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。　

第89期第２四半期連結会計期間及び第89期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 298 (45)

　（注) １　従業員数は就業人員(当グループから当グループ外への出向者を除き、当グループ外から当グループへの出向

者を含む。)であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)でありま

す。

３　臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約従業員及び派遣社員を含んでおります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 207 (37)

　（注) １　従業員数は就業人員(当社からの社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約従業員及び派遣社員を含んでおります。
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第２【事業の状況】

１【売約及び売上等の状況】

　　(1) 売約及び売上の状況

(イ)業態別

区分

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

会計期間末
売約残高
(百万円)

輸出取引 484 1,655 1,502 226 968 908 287

比率 　 　 7.2％ 　 　 6.9％ 　

輸入取引 4,894 3,419 3,465 3,025 1,404 1,326 3,104

比率 　 　 16.5％ 　 　 10.1％ 　

外国間取引 3,429 5,157 4,483 2,921 1,642 2,832 1,731

比率 　 　 21.3％ 　 　 21.6％ 　

国内取引 14,524 12,705 11,557 14,916 6,308 8,074 13,150

比率 　 　 55.0％ 　 　 61.4％ 　

合計 23,332 22,937 21,009 21,090 10,325 13,141 18,273

比率 　 　 100.0％ 　 　 100.0％ 　

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(ロ)商品別

区分

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

会計期間末
売約残高
(百万円)

電機・エネルギー

関連
15,660 11,265 10,603 14,702 4,814 6,305 13,211

比率 　 　 50.5％ 　 　 48.0％ 　

電子・航空関連 3,914 3,133 4,199 1,097 1,652 1,679 1,069

比率 　 　 20.0％ 　 　 12.8％ 　

一般産業関連 3,757 8,539 6,206 5,290 3,858 5,156 3,992

比率 　 　 29.5％ 　 　 39.2％ 　

合計 23,332 22,937 21,009 21,090 10,325 13,141 18,273

比率 　 　 100.0％ 　 　 100.0％ 　

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 仕入の状況

(イ)業態別

区分

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

仕入高(百万円) 比率(％) 仕入高(百万円) 比率(％)

輸出取引 1,651 8.7 787 6.7

輸入取引 1,938 10.2 887 7.6

外国間取引 4,338 22.8 2,605 22.3

国内取引 11,088 58.3 7,406 63.4

合計 19,016 100.0 11,687 100.0

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(ロ)商品別

区分

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

仕入高(百万円) 比率(％) 仕入高(百万円) 比率(％)

電機・エネルギー関連 9,711 51.1 5,775 49.4

電子・航空関連 3,649 19.2 1,706 14.6

一般産業関連 5,655 29.7 4,205 36.0

合計 19,016 100.0 11,687 100.0

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

 

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、4－6月期の実質GDPが5四半期ぶりに増加に転じるなど、長く続

いた大不況の中で漸く回復の兆しを見せ始めてきました。これは回復が先行した中国を中心とするアジア経済に続

き、米国経済が回復に向かっていることと在庫調整が進展したことで輸出の伸びに力強さが戻ってきたことが主な要

因と言えましょう。しかし、政権交代により実現される子供手当てや暫定税率廃止等の政策は、家計所得を下支えする

であろうものの、その多くは貯蓄に回ることが予想され、内需の力強い回復には更に時間がかかると思われます。

　このような経済状況のもとで、当グループは6月からスタートした新経営体制が掲げた「収益力の回復」と「信用力

の回復」を経営の最重要課題と位置づけ、既存商権における不採算事業を徹底的に整理・撤退を行い、早期優遇希望

退職プログラムの実施をはじめとする全グループ横断的な経費削減に鋭意努力するとともに、次世代コア事業を開拓

・育成しやすい経営環境を構築してまいりました。

　この結果、火力発電所向け制御装置は各発電所の活発な設備投資の影響で好調に推移し、鉄鋼関連も復調の気配を見

せましたが、中国向け自動車部品用及び家電用コーティング材においては在庫調整は終了したものの、未だ力強さに

は乏しく、製鉄所・化学プラント向け重電設備については業界不況の波から未だ脱せず、航空機関連通信機器等につ

いては防衛省との新規取引停止が未だ解除されていないため売上を落としました。この結果、売上高は前年同期と比

べ78億68百万円減少の131億41百万円に留まりました。

　損益面におきましては、売上総利益が前年同期と比べ5億40百万円減少の13億88百万円となり、その結果営業利益は

前年同期と比べ3億8百万円減少の57百万円となりました。これに伴い経常利益は前年同期と比べ4億39百万円減少の1

億52百万円となり、四半期純損益は早期優遇希望退職費用等の特別損失が増加した影響で前年同期と比べ4億38百万

円減少の83百万円の損失となりました。 

 

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

 

電機・エネルギー関連部門

　重電関連設備は、製鉄・化学プラント業界における業界不振の影響から未だ脱することが出来ず大きく売上を落と

しました。資源開発機器については前年同期のような大型案件の受注に恵まれなかったことなどが原因で売上を落と

しました。この結果売上高は前年同期と比べ42億98百万円減少の63億5百万円に留まったものの、利益率の高い製品の

販売へシフトした結果、営業利益は40百万円増加の156百万円となりました。

 

電子・航空関連部門

　航空機関連機器は、民間関連との取引のみに頼らざるを得ない状況で低迷を余儀なくされております。また電子機器

も未だ業界不振の影響から脱することが出来ず売上を落としました。この結果、売上高は前年同期と比べ25億19百万

円減少の16億79百万円に留まり、営業損益は前年同期と比べ1億98百万円減少の1億31百万円の損失となりました。

 

一般産業関連部門

　鉄鋼関連では、高級鋼板用鋼材溶削装置が海外需要の高まりで売上を伸ばしたものの、プラスチック関連は中国にお

ける自動車部品用および家電用コーティング材が依然需要に力強さを欠き低迷しました。また、記録メディア製造装

置関連と食品機械関連も売上を落としました。この結果、売上高は前年同期と比べ10億50百万円減少の51億56百万円

に留まり、営業利益は前年同期と比べ1億40百万円減少の33百万円となりました。
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　所在地別セグメントの業績は次の通りであります。

 

日本

　製鉄・化学プラント業界の不況の長引きから重電関連設備は業績の回復が遅れ、電子機器等業界不振が長引く業界

も一様に売上を伸ばすことが出来ず売上高は前年同期と比べ71億5百万円減少の124億67百万円に留まり、営業利益は

2億62百万円減少の37百万円となりました。　

 

北米

　長引く北米自動車業界の不況から同産業向け樹脂は低迷を続けた他、航空機関連機器も防衛省向け輸入品価格に係

わる過大請求問題から未だ新規取引停止の状況が続き低迷を続けました。この結果、売上高は前年同期と比べ3億40百

万円減少の3億73百万円に留まりました。しかし営業損益は引き続き収益力の低下に苦しみながらも北米現地法人の

経営資源圧縮等もあり13百万円増加の16百万円の損失となりました。　

 

東南アジア

　台湾における記録メディア向けの樹脂が依然低調だったことに加え、中国における自動車部品用および家電用コー

ティング材は在庫調整は終局を迎えたものの、依然力強さを欠いた結果、売上高は前年同期と比べ4億22百万円減少の

3億1百万円に留まり、営業利益は前年同期と比べ58百万円減少の36百万円となりました。　

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期連結会計期間末に比べ11億56百万円増

加致しました。これは、前渡金の減少などによるもので、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は48

億５百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ23億93百万円増加し、11

億15百万円の支出となりました。これは、前渡金の減少などによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ７百万円減少し、１億88

百万円の収入となりました。これは、投資有価証券の売却などによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ48百万円減少し、１億81

百万円の支出となりました。これは、社債の償還などによるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、米国経済は企業の景況感改善が続いていることに加えて、雇用状況の悪化も一服感が

見られ、政府による経済対策の効果が今後本格化することも、景気を押し上げることになると見られます。

こうした米国経済の持ち直しは中国をはじめとするアジア諸国にも好影響を与えると見られ、日本からのアジア向け

輸出の増加にも繋がることになると思われます。

このように国内経済は輸出の増加に牽引される形で今後しばらくは景気回復が続くと思われますが、雇用所得環境は

悪化が続くことから個人消費の低迷は続き、先行きの景気については依然不透明感が強く設備投資の減少はなお継続

する可能性が高い状況です。

　当社におきましては、昨年1月に発生いたしました防衛省向け輸入品価格に係わる過大請求問題については、同省調

査に全面的に協力し、本問題の一日でも早い解決を目指しております。

当グループは「収益力の回復」と「信用力の回復」を経営の最重要課題と位置づけ、「収益力の回復」については、

航空機関連事業の落ち込みを早期に回復させるべく、前四半期において課題としていた不採算事業からの撤退を順次

行っております。当グループの今後の課題としましては、完遂した撤退事業に替わる当グループ収益の源泉となるよ

うな次世代コア事業の育成であります。「信用力の回復」については、前四半期において課題とされた会議体の一層

の整備を鋭意行っております。社内コンプライアンス態勢徹底のために不可欠な存在であるコンプライアンス委員会

において、より透明性を高めるために社外から委員長を招聘できるような態勢を整えました。また、引き続き内部統制

システムの拡充に努め、リスクマネジメント体制の強化を図ることにより、企業の社会的責任を全うできるようグ

ループの結束を固めて取り組んでまいります。　　

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　長期間に亘り続いた世界規模での不況は、米国経済ならびに中国経済の持ち直しの影響で日本経済についても今後

活発化する輸出を背景に好転する兆しが見え始めています。国内経済は輸出の増加を背景にしばらくは景気回復が続

くものと思われますが、雇用所得環境は悪化が続くことから個人消費の低迷は続き、景気の先行きという意味では設

備投資は抑制状況が続く可能性が高く、不透明な状況は以前続くと言えましょう。

そうした中、当グループはより一層グループ内の結束を固め　中長期的な視野に立った戦略の実行を行ってまいる所

存です。

　昨年1月に発生した防衛省向け輸入品価格に係わる過大請求問題に関してましては、残念ながら未だ同省による調査

が継続中ではありますが、当社として一日も早い解決に向けて全面的な協力体制で引き続き臨むとともに、当該問題

に対し引き続き慎重に対応していく所存です。

　本年4月に設置した経営改革推進会議においては、収益構造の抜本的な改革と機動力を高めた組織体制の構築を機軸

に、全グループを横断的に改革するプロジェクト活動を進めてまいりました。これら活動については、収益構造の抜本

的改革を目的とした不採算事業整理プロジェクトと経費削減プロジェクトが活動を進め、機動力を高めた組織体制の

構築を目的とした組織人材活性化プロジェクトと関連会社再編プロジェクトが活動を進め、関連会社再編プロジェク

トを除いた全てのプロジェクトが当第2四半期連結会計期間までに一定の成果を収めることができました。今後は改

革半ばである関連会社再編プロジェクトの継続とともに、新たに営業改革プロジェクトと人材育成プロジェクトを新

規組成して改革の手を緩めず断行していく所存です。　

　また、当グループの将来のコア事業開拓を喫緊の課題と考え、最先端技術でマーケタビリティの高い製品については

組織の機動力を高めるために新規事業開拓専門の事業プロジェクトを社長直轄プロジェクトとして組成いたしまし

た。
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(6) 資本の財源及び資金の流動性について

　当グループの当第２四半期連結会計期間末における総資産につきましては、売上債権の減少などにより、前年同四半

期連結会計期間末に比べ98億21百万円減少し、296億76百万円となりました。

　負債につきましては、仕入債務の減少などにより、前年同四半期連結会計期間末に比べ55億19百万円減少し、175億37

百万円となりました。純資産につきましては、利益剰余金の減少などにより、前年同四半期連結会計期間末に比べ43億

１百万円減少し、121億38百万円となりました。

　当グループの当第２四半期連結会計期間の資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、仕入債務の減少な

どにより11億15百万円の支出となりました。投資活動によるキャッシュ・フローでは、投資有価証券の売却などによ

り１億88百万円の収入となりました。財務活動によるキャッシュ・フローでは、社債の償還などにより１億81百万円

の支出となりました。

　この結果、当グループの当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期連結会計期間末

に比べ11億56百万円増加し、48億５百万円となりました。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

　昨年、当グループは防衛省との問題とリーマンショック以降の世界同時不況により、信用力と収益力が低下いたしま

した。このため当社は先ずは最初の一年をかけて再発防止体制とコンプライアンス体制の強化に取り組み、「信用力

の回復」に努めてまいりました。今後も失った信用を取り戻すために体制の強化に引き続き邁進するとともに、企業

の社会的責任を全うできるよう環境に配慮した事業や新エネルギー関連の事業開拓に努めてまいります。

　海外の景気が好転しつつあり、国内の景気もこれに後押しされる形で回復する気配はありつつも、当グループは、ど

んな経営環境でも収益を生み出せる事業環境を構築すべく、多くの不採算事業から撤退し、全グループ横断的な大幅

な経費削減を継続させ収益力の回復を目指していく所存です。そして、他社に先駆けた安定的な収益基盤を確保して

まいります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,899,592 27,899,592
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数　1,000株

計 27,899,592 27,899,592― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年７月１日～　

平成21年９月30日　
-　 27,899,592 -　 5,030 -　 4,630
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　ＩＨＩ 東京都江東区豊洲３丁目１番１号 1,562 5.60

株式会社　三菱東京ＵＦＪ銀行 同　　千代田区丸の内２丁目７番１号 1,002 3.59

株式会社　三井住友銀行 同　　千代田区有楽町１丁目１番２号 987 3.54

三井住友海上火災保険株式会社 同　　中央区新川２丁目２７－２ 914 3.28

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
同　　中央区晴海１丁目８－１１ 904 3.24

株式会社　ニレコ 同　　八王子市石川町２９５１番地４ 757 2.71

極東貿易取引先持株会 同　　千代田区大手町２丁目２－１ 502 1.80

東芝三菱電機産業システム

株式会社
同　　港区三田３丁目１３－１６ 484 1.73

極東貿易従業員持株会 同　　千代田区大手町２丁目２－１ 483 1.73

藤倉化成株式会社 同　　板橋区蓮根３丁目２０－７ 479 1.72

計 － 8,077　 28.95　

　（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社       413千株

２．当社は、自己株式1,122千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.02％）を保有しておりますが、上

記大株主から除いております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）　

　普通株式

1,122,000

－ －

完全議決権株式（その他）
　普通株式 

26,490,000
26,490 －

単元未満株式
　普通株式

287,592
－ －

発行済株式総数 27,899,592 － －

総株主の議決権 － 26,490 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式626株が含まれております。
 

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

極東貿易株式会社　

東京都千代田区大手

町２－２－１
1,122,000 0 1,122,000 4.02

計 － 1,122,000 0 1,122,000 4.02

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 157 150 169 157 155 144

最低(円) 127 136 140 139 144 128

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,047 5,511

受取手形及び売掛金 11,482 15,765

有価証券 147 793

商品及び製品 1,295 1,289

仕掛品 10 5

原材料及び貯蔵品 8 8

前渡金 1,375 1,930

繰延税金資産 9 12

その他 1,718 1,124

貸倒引当金 △31 △34

流動資産合計 21,064 26,407

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 668 896

減価償却累計額 △427 △629

建物及び構築物（純額） 240 266

機械装置及び運搬具 52 58

減価償却累計額 △42 △44

機械装置及び運搬具（純額） 9 13

工具、器具及び備品 546 528

減価償却累計額 △420 △424

工具、器具及び備品（純額） 126 103

土地 152 196

リース資産 20 20

減価償却累計額 △5 △3

リース資産（純額） 14 16

有形固定資産合計 543 596

無形固定資産 192 179

投資その他の資産

投資有価証券 6,696 5,775

長期貸付金 83 103

繰延税金資産 10 11

その他 1,158 1,148

貸倒引当金 △74 △74

投資その他の資産合計 7,875 6,964

固定資産合計 8,611 7,740

資産合計 29,676 34,148

EDINET提出書類

極東貿易株式会社(E02503)

四半期報告書

15/34



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,471 12,257

短期借入金 1,920 1,920

1年内償還予定の社債 300 300

リース債務 4 4

未払法人税等 25 43

前受金 1,263 1,963

賞与引当金 163 275

違約損失引当金 ※2
 1,375

※2
 1,375

繰延税金負債 12 21

その他 852 1,526

流動負債合計 15,388 19,688

固定負債

長期未払金 72 192

社債 1,050 1,200

リース債務 11 14

繰延税金負債 186 19

退職給付引当金 829 963

固定負債合計 2,149 2,389

負債合計 17,537 22,077

純資産の部

株主資本

資本金 5,030 5,030

資本剰余金 4,630 4,630

利益剰余金 2,952 3,549

自己株式 △341 △340

株主資本合計 12,272 12,870

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 144 △416

繰延ヘッジ損益 △66 △62

為替換算調整勘定 △212 △321

評価・換算差額等合計 △134 △800

純資産合計 12,138 12,070

負債純資産合計 29,676 34,148
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 39,198 23,637

売上原価 35,629 21,346

売上総利益 3,568 2,291

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 1,172 1,063

従業員賞与 27 8

賞与引当金繰入額 286 141

退職給付費用 89 129

減価償却費 79 60

その他 1,434 1,316

販売費及び一般管理費合計 3,090 2,719

営業利益又は営業損失（△） 478 △427

営業外収益

受取利息 10 8

受取配当金 82 35

受取賃貸料 2 6

受取保険金 0 －

為替差益 2 －

持分法による投資利益 187 111

その他 14 24

営業外収益合計 300 187

営業外費用

支払利息 14 22

為替差損 － 9

その他 3 10

営業外費用合計 17 42

経常利益又は経常損失（△） 760 △282

特別利益

固定資産売却益 － 0

投資有価証券売却益 － 110

貸倒引当金戻入額 8 3

ゴルフ会員権売却益 39 22

特別利益合計 48 136
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

特別損失

固定資産処分損 0 36

投資有価証券売却損 － 0

投資有価証券評価損 195 15

ゴルフ会員権売却損 － 0

ゴルフ会員権評価損 － 6

早期退職関連費用 － ※1
 278

特別損失合計 195 336

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

614 △483

法人税、住民税及び事業税 72 31

法人税等調整額 129 △3

法人税等合計 202 27

少数株主損失（△） △0 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 412 △510
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 21,009 13,141

売上原価 19,080 11,752

売上総利益 1,929 1,388

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 572 501

従業員賞与 8 6

賞与引当金繰入額 154 70

退職給付費用 43 61

減価償却費 40 30

その他 745 660

販売費及び一般管理費合計 1,563 1,331

営業利益 365 57

営業外収益

受取利息 3 1

受取配当金 52 32

受取賃貸料 1 5

受取保険金 0 －

為替差益 31 －

持分法による投資利益 137 66

その他 11 19

営業外収益合計 235 126

営業外費用

支払利息 6 11

為替差損 － 13

その他 2 6

営業外費用合計 8 30

経常利益 592 152

特別利益

投資有価証券売却益 － 110

貸倒引当金戻入額 3 1

ゴルフ会員権売却益 32 22

特別利益合計 35 134

特別損失

固定資産処分損 0 36

投資有価証券売却損 － 0

投資有価証券評価損 151 14

ゴルフ会員権売却損 － 0

ゴルフ会員権評価損 － 3

早期退職関連費用 － ※1
 278

特別損失合計 151 333

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

476 △46

法人税、住民税及び事業税 56 22

法人税等調整額 65 14

法人税等合計 121 37

少数株主利益 0 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 354 △83
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

614 △483

減価償却費 79 61

持分法による投資損益（△は益） △187 △111

賞与引当金の増減額（△は減少） △27 △112

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10 △133

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 △4

受取利息及び受取配当金 △93 △44

支払利息 14 22

投資有価証券評価損益（△は益） 195 15

固定資産除売却損益（△は益） 0 36

有価証券売却損益（△は益） － △2

投資有価証券売却損益（△は益） － △110

売上債権の増減額（△は増加） 3,022 4,332

たな卸資産の増減額（△は増加） △1 5

前渡金の増減額（△は増加） △1,376 558

未収入金の増減額（△は増加） 19 △475

その他の流動資産の増減額（△は増加） 91 △160

仕入債務の増減額（△は減少） △1,538 △2,788

未払金の増減額（△は減少） △37 △730

前受金の増減額（△は減少） 1,011 △700

その他の流動負債の増減額（△は減少） 49 0

その他 △64 △138

小計 1,750 △962

利息及び配当金の受取額 138 132

利息の支払額 △14 △22

法人税等の支払額 △58 △48

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,816 △901

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △337 △240

定期預金の払戻による収入 183 169

有価証券の取得による支出 △300 △51

有価証券の売却による収入 300 699

投資有価証券の取得による支出 △340 △267

投資有価証券の売却による収入 0 227

固定資産の取得による支出 △12 △81

固定資産の売却による収入 － 61

短期貸付金の増減額（△は増加） △16 27

長期貸付金の増減額（△は増加） 0 16

差入保証金の増減額（△は増加） △4 16

その他 49 △5

投資活動によるキャッシュ・フロー △477 572
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の償還による支出 － △150

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △100 △100

その他 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △101 △254

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14 40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,223 △542

現金及び現金同等物の期首残高 2,425 5,348

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,648

※1
 4,805
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更　

―――――――

(2) 変更後の連結子会社の数　

―――――――

２．持分法の適用に関する事項の変更 (1) 持分法適用非連結子会社

　① 持分法適用非連結子会社の変更　

―――――――

　② 変更後の持分法適用非連結子会社数　

―――――――

(2) 持分法適用関連会社

　① 持分法適用関連会社の変更　

　　　第１四半期連結会計期間より、藤倉化成（佛山）塗料有限公司は重要性が

増したため、持分法適用の範囲に含めております。

　② 変更後の持分法適用関連会社の数　

　　　４社

３．会計処理基準に関する事項の変更 ―――――――

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

 　該当事項はありません。　

 

 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

 　該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１　保証債務

銀行借入等に対する債務保証

 83百万円

うち主なもの  

アカギヘリコプター㈱ 82百万円

  

１　保証債務

銀行借入等に対する保証債務

 98百万円

うち主なもの  

アカギヘリコプター㈱ 97百万円

  

※２　違約損失引当金

防衛省への過大請求事案に対しての返金に備えるた

め、第三者調査委員会の調査による算定額に基づき計

上しておりますが、防衛省の調査は未だ完了していな

いため、防衛省に対しての返金額は一部確定しており

ません。

※２　違約損失引当金

防衛省への過大請求事案に対しての返金に備えるた

め、第三者調査委員会の調査による算定額に基づき計

上しておりますが、防衛省の調査は未だ完了していな

いため、防衛省に対しての返金額は一部確定しており

ません。確定した部分は未払金に計上し、未確定部分は

違約損失引当金に計上しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

※１　特別損失の早期退職関連費用の内訳は次の通りであ

ります。

 

割増退職金　 　270百万円　

再就職支援業務委託料　 　7　

計　 　278　

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

※１　特別損失の早期退職関連費用の内訳は次の通りであ

ります。

 

割増退職金 　270百万円　

再就職支援業務委託料 　7　

計　 　278　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額の関係

(平成20年９月30日現在)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額の関係

(平成21年９月30日現在)

  

現金及び預金勘定 3,843百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△194百万円

現金及び現金同等物　   3,648百万円

 

現金及び預金勘定 5,047百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△242百万円

現金及び現金同等物　   4,805百万円

 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平

成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 27,899千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,122千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月24日

定時株主総会
普通株式 100 3.75平成21年３月31日平成21年６月25日利益剰余金　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日～平成20年９月30日)

 
電機・エネ
ルギー関連
(百万円)

電子・航空
関連
(百万円)

一般産業
関連
(百万円)

合計
 

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
 

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に

対する売上高
10,603 4,199 6,206 21,009 － 21,009

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 10,603 4,199 6,206 21,009 － 21,009

営業利益 115 67 173 357 8 365

　

当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日～平成21年９月30日)

 
電機・エネ
ルギー関連
(百万円)

電子・航空
関連
(百万円)

一般産業
関連
(百万円)

合計
 

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
 

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に

対する売上高
    6,305 1,679 5,156 13,141 － 13,141

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 6,305 1,679 5,156 13,141 － 13,141

営業利益又は

営業損失（△）　
156 △131 33 59 △1 57

 

EDINET提出書類

極東貿易株式会社(E02503)

四半期報告書

25/34



前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日～平成20年９月30日)

 
電機・エネ
ルギー関連
(百万円)

電子・航空
関連
(百万円)

一般産業
関連
(百万円)

合計
 

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
 

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に

対する売上高
20,057 5,644 13,497 39,198 － 39,198

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 20,057 5,644 13,497 39,198 － 39,198

営業利益又は

営業損失（△）
154 △152 470 473 5 478

　

当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日～平成21年９月30日)

 
電機・エネ
ルギー関連
(百万円)

電子・航空
関連
(百万円)

一般産業
関連
(百万円)

合計
 

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
 

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に

対する売上高
12,284 3,025 8,327 23,637 － 23,637

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 12,284 3,025 8,327 23,637 － 23,637

営業利益又は

営業損失（△）
98 △328 △196 △425 △2 △427

　（注）１　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な商品

事業区分 主要商品

電機・エネルギー関連
電気機械設備、計装制御システム、石油掘削関連機器、石油・天然

ガス探鉱技術サービスなどの資源開発機器

電子・航空関連

電子機器、電子部品及びソフトウェア、画像処理装置、航空機搭載

電子機器、地上支援電子機器、航空機用機材、航法装置、自動車照

明機器

一般産業関連

鉄鋼、非鉄、自動車、化学、造船、プラントエンジニアリングなどの

関連機械装置、環境保全設備、複合材料製造設備、繊維加工機械、

食肉加工機、樹脂加工機械、塗装設備、測定・分析装置及び、それ

ぞれに関連する食品用副資材、工業用樹脂・塗料、建設用資材、合

成複合材料、鋳鍛造品、繊維製品
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日～平成20年９月30日)

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

東南アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する

売上高
19,572 714 723 21,009 － 21,009

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
360 292 2 655 △655 －

計 19,932 1,006 725 21,665 △655 21,009

営業利益又は

営業損失（△）
300 △29 94 364 0 365

 

当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日～平成21年９月30日)

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

東南アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する

売上高
12,467 373 301 13,141 － 13,141

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
273 73 37 384 △384 －

計 12,740 447 338 13,526 △384 13,141

営業利益又は

営業損失（△）
37 △16 36 58 △0 57
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前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日～平成20年９月30日)

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

東南アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する

売上高
36,590 1,317 1,291 39,198 － 39,198

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
836 636 5 1,478 △1,478 －

計 37,426 1,953 1,297 40,677 △1,478 39,198

営業利益又は

営業損失（△）
345 △34 168 479 △1 478

　

当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日～平成21年９月30日)

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

東南アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する

売上高
22,446 644 547 23,637 － 23,637

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
471 127 39 639 △639 －

計 22,918 772 586 24,277 △639 23,637

営業利益又は

営業損失（△）
△435 △44 51 △428 0 △427

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米……………………米国

(2)　東南アジア……………中国、台湾
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日～平成20年９月30日)

 北米地域 欧州地域 東南アジア地域 その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,671 190 3,106 － 5,967

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 21,009

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
12.7 0.9 14.8 － 28.4

 

当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日～平成21年９月30日)

 北米地域 欧州地域 東南アジア地域 その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,368 120 2,251 1 3,741

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 13,141

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
10.4 0.9 17.1 0.0 28.5

　

前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日～平成20年９月30日)

 北米地域 欧州地域 東南アジア地域 その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 3,577 381 5,417 － 9,376

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 39,198

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
9.1 1.0 13.8 － 23.9

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米……………………米国、カナダ

(2)　欧州……………………イギリス、スウェーデン、ドイツ

(3)　東南アジア……………中国、台湾、シンガポール、韓国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日～平成21年９月30日)

 北米地域 欧州地域 東南アジア地域 その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,597 229 2,970 70 5,867

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 23,637

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
11.0 1.0 12.6 0.3 24.8

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米……………………米国、カナダ

(2)　欧州……………………イギリス、スウェーデン、ドイツ

(3)　東南アジア……………中国、台湾、タイ、香港

(4)　その他…………………チュニジア　

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

EDINET提出書類

極東貿易株式会社(E02503)

四半期報告書

29/34



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 453.32円 １株当たり純資産額 450.67円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 15.39円

 

１株当たり四半期純損失金額（△） △19.08円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 412 △510

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
412 △510

期中平均株式数（千株） 26,789 26,779

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 13.25円

 

１株当たり四半期純損失金額（△）　

　
△3.12円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 354 △83

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
354 △83

期中平均株式数（千株） 26,789 26,777

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年11月13日

極東貿易株式会社

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 荒井　卓一

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 亀谷　憲明

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている極東貿易株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

記

　注記事項（四半期連結貸借対照表関係）に記載されているとおり、防衛省への過大請求事案に対しての返金に備えるた

め、第三者調査委員会の調査による算定額に基づき違約損失引当金843百万円を計上しているが、防衛省の調査は未だ完了

していないため、防衛省に対しての返金額は確定していない。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、上記事項の四半期連結財務諸表に与える

影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、極東貿易株式会社及

び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が、すべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月12日

極東貿易株式会社

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 牧野　隆一

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 亀谷　憲明

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている極東貿易株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

記

　注記事項（四半期連結貸借対照表関係）に記載されているとおり、防衛省への過大請求事案に対しての返金に備えるた

め、第三者調査委員会の調査による算定額に基づき違約損失引当金1,375百万円を計上しているが、防衛省の調査は未だ完

了していないため、防衛省に対しての返金額は一部確定していない。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、上記事項の四半期連結財務諸表に与える

影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、極東貿易株式会社及

び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が、すべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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